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１．支援機関ネットワークの拡大

平成２８年２月２６日の新輸出大国コンソーシアムの設立以降、支援機関のネットワーク
を拡大するため、全国で支援機関向けの説明会を開催。
現在、全国で1086の支援機関が参加（平成２９年５月２６日時点）。今後も、参加機関の
拡大に務め、支援メニューの一層の充実を図る。

支援機関 機関数

1. 政府・政府関係機関等 40
2. 自治体 364
3. 地域支援機関等 126
4. 商工会議所・商工会 283
5. 地方銀行 100
6. 信用金庫 142
7. その他の金融機関（都市銀行、リース、損保等） 31
合計 1086

①支援機関の構成

②各支援機関が提供する優遇措置等

（１）NEDOは、中堅・中小企業向け助成事業（※）の実施にあたり、「海外展開への期待」を評価項目の１つとして設定。
申請書の提出に際して、JETROの推薦書の添付を受け付ける取り組みを開始。（※27年度補正予算及び28年度第
2次補正予算 中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業）

（２）電気安全環境研究所（JET)、日本品質保証機構(JQA)は、有料相談サービスにおける初回の相談における２時間分
の無料化、海外産業人材育成協会（HIDA-AOTS）は海外市場開拓等にかかる有料サービスの１０％割引きなどの
新輸出大国コンソーシアムの会員に対する優遇措置を設けた。

（３）地方銀行の中で、コンソーシアム会員に対し優遇貸出金利の設定を検討しているところもある。
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２．新輸出大国コンソーシアムの受付状況

３月１４日の支援受付開始以降、４８２９社に対して会員
証を発行し、専門家を割り当て、支援を開始（5月26日時点）

農産品：７４９社(15.5%)
水産品：１５０社(3.1%)
工業品：２０２２社(41.9%)
小売業：３５６社(7.4%)
卸売業：６４５社(13.4%)
その他サービス：９０７社(18.8%)

支援対象企業の業種

福岡 126社
佐賀 50社
長崎 24社
熊本 59社
大分 45社
宮崎 64社
鹿児島 38社

福岡 126社
佐賀 50社
長崎 24社
熊本 59社
大分 45社
宮崎 64社
鹿児島 38社

九州

406社

鳥取 21社
島根 42社
岡山 92社
広島 108社
山口 40社

鳥取 21社
島根 42社
岡山 92社
広島 108社
山口 40社

中国

303社

福井 65社
滋賀 71社
京都 84社
大阪 320社
兵庫 119社
奈良 92社
和歌山 112社

福井 65社
滋賀 71社
京都 84社
大阪 320社
兵庫 119社
奈良 92社
和歌山 112社

近畿

863社

青森 38社
岩手 37社
宮城 102社

秋田 32社
山形 41社
福島 47社

青森 38社
岩手 37社
宮城 102社

秋田 32社
山形 41社
福島 47社

東北

297社

茨城 42社
栃木 25社
群馬 47社
埼玉 110社
千葉 93社
東京 1232社
神奈川 281社
新潟 98社
山梨 35社
長野 54社
静岡 73社

茨城 42社
栃木 25社
群馬 47社
埼玉 110社
千葉 93社
東京 1232社
神奈川 281社
新潟 98社
山梨 35社
長野 54社
静岡 73社

関東

2090社

岐阜 115社
愛知 186社
三重 49社
富山 68社
石川 72社

岐阜 115社
愛知 186社
三重 49社
富山 68社
石川 72社

中部

490社

徳島 33社
香川 73社
高知 48社
愛媛 39社

徳島 33社
香川 73社
高知 48社
愛媛 39社

四国

193社

農産品, 
749 

水産品, 
150 

工業品, 
2022 

小売業, 
356 

卸売業, 
645 

その他

サービス, 
907 

３．新輸出大国コンソーシアムによる支援の状況

中堅・中小企業が海外展開を行うに当たって直面する様々な課題に対応するため、幅広
い分野における415名の専門家を確保（５月２６日時点）。
今後も、支援対象企業のニーズに応じて専門家を増員し、きめ細かな支援を提供する。
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①専門家の割当て状況

支援機関Ｂ 支援機関Ｃ

支援機関Ａ 事務局
（ＪＥＴＲＯ）

（１）専門家は、支援対象企業のニーズに応じて、海外展
開計画の策定、市場調査、現地での商談、バイヤーの
選定、海外店舗の立ち上げ、基準・認証制度への対
応、など、海外展開のあらゆる段階において適切なサ
ポートを行う。

（２）さらに、専門家は、支援対象企業のニーズに応じて、支
援機関同士が連携して支援を行う際のサポートや調整
役を担う。

支援機関連携
の調整役

②専門家による支援内容

海外事業計画 現地での商談

バイヤー選定

店舗立ち上げ

基準・認証

市場調査

これまで支援申込のあった４８２９社の全てに専門家を割り当
て、支援を開始。

中堅・中小企業

専門家


